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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期

会計期間
自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日

自　平成23年４月１日

至　平成23年９月30日

自　平成24年４月１日

至　平成24年９月30日

自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日

自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

売上高 (千円) 523,905 416,668 474,2571,009,504883,399

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 3,354 △78,267 △18,782 △7,975 △48,761

中間(当期)純損失(△)(千円) △5,262 △78,624 △20,014 △16,904 △49,431

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 796,000 796,000 796,000 796,000 796,000

発行済株式総数 (株) 1,534 1,534 1,534 1,534 1,534

純資産額 (千円) 1,848,8321,758,5671,767,7441,837,1911,787,759

総資産額 (千円) 3,042,4392,881,2052,839,2052,894,7482,804,756

１株当たり純資産額 (円) 1,205,2361,146,3931,152,3761,197,6471,165,423

１株当たり中間(当期)
純損失(△)

(円) △3,430 △51,254 △13,047 △11,019 △32,224

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.8 61.03 62.26 63.47 63.74

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 121,508 20,631 72,692 41,410 △27,470

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △41,618 △21,993 △18,190 △24,930 76,969

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,056 △2,056 △2,056 △4,113 △4,113

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 133,866 64,980 166,229 68,398 113,783

従業員数 (名) 93 89 85 85 84

(ほか、平均臨時雇用者
数)

　 （45） （45） （48） （51） （41）

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移につ

いては、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　「持分法を適用した場合の投資利益」については、当社に関連会社が存在しておりませんので、記載しており

ません。

４　「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、１株当たり中間(当期)純損失であり、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成24年９月30日現在

従業員数(名) 85(48)

(注)　１　従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人数であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、昨年3月に発生した東日本大震災からの復興需要に伴い経済活

動や消費活動も緩やかな回復基調にあるものの、欧州を主とした海外経済の減速、またそれに伴う円高や

株安の影響、近隣諸国との外交摩擦など経済環境の先行き不明瞭な状況により、厳しい状況で推移いたし

ました。

ゴルフ業界におきましては、東日本大震災後の風評被害やプレー自粛からの来場者減少に歯止めがかか

り、ゴルフ需要は回復傾向にありますが、高齢化や若年層のスポーツ離れによるゴルフ人口の減少や景気

低迷による法人需要の低迷など、依然として厳しい状況が続いております。

当クラブにおきましては、コースコンディションの向上や週日に利用できる優待券の発行など集客に

努め来場者の促進を図り、当中間会計期間の来場者数は26,476名で前年同期比4,353名（19.6％）増加と

なりました。その結果、売上高は474,257千円で前年同期比57,589千円（13.8％）増加いたしました。

売上原価は、402,203千円で前年同期比1,781千円（0.4％）増加となり、売上総利益は来場者数が増加し

たことから72,053千円（前年同期は16,246千円）となりました。販売費及び一般管理費については、継続

的な経費削減努力により、146,864千円で前年同期比6,942千円（4.5％）減少となり、営業損失は74,810千

円で前年同期比62,749千円（45.6％）減少となりました。また営業外収益では正会員の名義書換に伴う会

員登録料収入が54,000千円と、前年同期比で2,000千円の減少となったため、18,782千円の経常損失（前年

同期は78,267千円の経常損失）となり、中間純損失は20,014千円（前年同期は78,624千円の中間純損失）

となりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ

・フロー72,692千円があったものの、投資活動によるキャッシュ・フロー△18,190千円等により52,445千

円増加し、当中間会計期間末残高は166,229千円（前年同期比155.8％増加）となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において営業活動による資金の増加は72,692千円と前年同期比52,061千円（252.3％）

の増加となりました。これは主に、税引前中間純損失19,703千円の計上や、売上債権の減少6,349千円等の

増加要因があったことによるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において投資活動による資金の減少は18,190千円と前年同期比3,803千円(17.2％)の支

出減となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出17,682千円があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において財務活動による資金の減少は2,056千円となりました。これはゴルフ場システ

ムの更新によるファイナンス・リース債務の返済による支出があったことによるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 売上実績
　

月別
グリーン
フィ収入
(千円)

サービス
収入
(千円)

厚生費
収入
(千円)

キャディ料
収入
(千円)

売店売上
収入
(千円)

食堂売上
収入
(千円)

その他
(千円)

年会費収入
(千円)

年間ロッカー
フィ収入
(千円)

計
(千円)

平成24年４月 31,0751,29410,99417,4243,29112,370 688 8,300 375 85,812

平成24年５月 31,2751,66411,55517,8093,54612,9291,335 8,300 375 88,790

平成24年６月 30,6551,09810,19815,9043,38012,322 790 8,300 375 83,025

平成24年７月 24,9531,061 9,27514,3703,03110,016 58 8,300 375 71,443

平成24年８月 17,4581,091 8,86813,7872,501 9,235 1,082 8,300 375 62,699

平成24年９月 32,3271,18210,00215,0843,10313,412 14 6,959 399 82,486

合計 167,7457,39360,89494,38018,85470,2863,96948,459 2,274474,257

１ヵ月平均 27,9571,23210,14915,7303,14211,714 661 8,076 379 79,042

前年同期増減
(△は減少)

14,5591,58810,01215,0941,54412,5632,859 △648 18 57,589

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 利用実績

　

月別
メンバー
(人)

ゲスト
(人)

計
(人)

平成24年４月 2,226 2,554 4,780

平成24年５月 2,183 2,841 5,024

平成24年６月 2,022 2,412 4,434

平成24年７月 1,956 2,077 4,033

平成24年８月 1,581 2,275 3,856

平成24年９月 1,900 2,449 4,349

合計 11,868 14,608 26,476

比率 44.8% 55.2% 100%

前年同期増減(△は減少) 497 3,856 4,353

　

３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありませ

ん。
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４ 【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析

　　　「１　業績等の概要(1)業績」を参照してください。

　

(2)財政状態の分析

(流動資産)

　当中間会計期間末における流動資産の残高は、771,903千円(前事業年度末は、724,086千円)　　　となり

47,816千円増加となりました。増減の主なものは、現金及び預金の増加額52,445千円、売掛金の減少額

6,349千円であります。

(固定資産)

　当中間会計期間末における固定資産の残高は、2,067,301千円(前事業年度末は、2,080,670千円)となり

13,368千円減少となりました。減少の主なものは、建物の減少8,677千円、構築物の減少8,752千円などで

あります。

(流動負債)

　当中間会計期間末における流動負債の残高は、162,529千円(前事業年度末は、107,308千円)となり

55,221千円増加となりました。増加の主なものは、買掛金の増加9,754千円、その他の増加額45,651千円

などであります。

(固定負債)

　当中間会計期間末における固定負債の残高は、908,930千円(前事業年度末は、909,688千円)となり758

千円減少となりました。増減の主なものは、退職給付引当金の増加額5,312千円、会員預り金の減少額

4,600千円、リース債務の減少額2,056千円などであります。

(純資産)

　当中間会計期間末における純資産合計は、1,767,744千円(前事業年度末は、1,787,759千円)　　　となり

20,014千円減少となりました。減少の主なものは、中間純損失20,014千円の計上であります。

　

(3)キャッシュ・フローの状況の分析

　　　「１　業績等の概要(2)キャッシュ・フロー」を参照してください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　　また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,600

計 1,600

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年12月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,534 1,534該当事項なし （注）１、２、３

計 1,534 1,534 ― 　

（注）１　単元株制度を採用しておりません。

　　２　完全議決株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式。

　　　３　株式の譲渡制限に関する規定は次の通りです。

　　当会社の発行する全部の株式について、譲渡による当該株式の取得には、取締役会の承認が必要です。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(千円)

資本金残高
　

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年４月１日～

平成24年９月30日
― 1,534 ― 796,000 ― ―
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(6) 【大株主の状況】

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸　１－５－20 20 1.30

株式会社電通 東京都港区東新橋　1－8－1(電通本社ビル) 11 0.72

飯野海運株式会社
東京都千代田区内幸町　２－１－１
（飯野ビルディング）

10 0.65

東武鉄道株式会社 東京都墨田区押上　１－１－２ 7 0.46

株式会社アドヴァン 東京都渋谷区神宮前　４－32－14 6 0.39

ＪＸ日鉱日石エネルギー　　　株式
会社

東京都千代田区大手町２－６－３ 4 0.26

日通商事株式会社
東京都中央区築地　５－６－10
（浜離宮パークサイドプレイス）

4 0.26

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内　２－３－１ 4 0.26

計 ― 66 4.30

　
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　　1,534 1,534
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,534 ― ―

総株主の議決権 ― 1,534 ―

　
② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　
２ 【株価の推移】

当社は非上場につき該当事項はありません。

　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(平成24年４月１日から平成24

年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。

　

３　中間連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社　大利根カントリー倶楽部(E04613)

半期報告書

10/29



　

１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 663,783 716,229

売掛金 39,856 33,506

たな卸資産 17,534 21,490

その他 2,911 677

流動資産合計 724,086 771,903

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 291,132 282,454

構築物（純額） 901,103 892,351

土地 526,688 526,688

その他（純額） 74,475 79,713

有形固定資産合計 ※1
 1,793,399

※1
 1,781,208

無形固定資産 6,683 5,547

投資その他の資産

投資有価証券 220,281 220,238

長期預金 60,000 60,000

その他 305 305

投資その他の資産合計 280,586 280,544

固定資産合計 2,080,670 2,067,301

資産合計 2,804,756 2,839,205

負債の部

流動負債

買掛金 34,495 44,250

未払金 907 896

リース債務 4,113 4,113

未払法人税等 2,019 1,857

賞与引当金 17,672 17,660

その他 ※2
 48,100

※2
 93,751

流動負債合計 107,308 162,529

固定負債

リース債務 5,828 3,771

退職給付引当金 153,866 159,179

役員退職慰労引当金 1,125 1,625

資産除去債務 4,778 4,778

長期前受収益 553 639

会員預り金 743,537 738,937

固定負債合計 909,688 908,930

負債合計 1,016,996 1,071,460
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 796,000 796,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 804,000 804,000

繰越利益剰余金 187,759 167,744

利益剰余金合計 991,759 971,744

株主資本合計 1,787,759 1,767,744

純資産合計 1,787,759 1,767,744

負債純資産合計 2,804,756 2,839,205
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 416,668 474,257

売上原価 ※3
 400,421

※3
 402,203

売上総利益 16,246 72,053

販売費及び一般管理費 ※3
 153,806

※3
 146,864

営業損失（△） △137,559 △74,810

営業外収益 ※1
 59,292

※1
 56,027

経常損失（△） △78,267 △18,782

特別損失 ※2
 45

※2
 920

税引前中間純損失（△） △78,312 △19,703

法人税、住民税及び事業税 311 311

中間純損失（△） △78,624 △20,014
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 796,000 796,000

当中間期末残高 796,000 796,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 804,000 804,000

当中間期末残高 804,000 804,000

繰越利益剰余金

当期首残高 237,191 187,759

当中間期変動額

中間純損失（△） △78,624 △20,014

当中間期変動額合計 △78,624 △20,014

当中間期末残高 158,567 167,744

利益剰余金合計

当期首残高 1,041,191 991,759

当中間期変動額

中間純損失（△） △78,624 △20,014

当中間期変動額合計 △78,624 △20,014

当中間期末残高 962,567 971,744

株主資本合計

当期首残高 1,837,191 1,787,759

当中間期変動額

中間純損失（△） △78,624 △20,014

当中間期変動額合計 △78,624 △20,014

当中間期末残高 1,758,567 1,767,744

純資産合計

当期首残高 1,837,191 1,787,759

当中間期変動額

中間純損失（△） △78,624 △20,014

当中間期変動額合計 △78,624 △20,014

当中間期末残高 1,758,567 1,767,744
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純損失（△） △78,312 △19,703

減価償却費 36,091 30,596

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,228 5,312

賞与引当金の増減額（△は減少） 938 △12

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,999 500

受取利息 △1,857 △661

固定資産廃棄損 45 920

売上債権の増減額（△は増加） △18,946 6,349

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,631 △3,954

仕入債務の増減額（△は減少） 18,830 9,743

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,476 5,928

前受金の増減額（△は減少） － △10,101

前受収益の増減額（△は減少） 51,179 50,701

その他 14,165 1,660

小計 26,254 77,278

利息の受取額 1,899 636

会員預り金の返還による支出 △6,900 △4,600

法人税等の支払額 △623 △623

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,631 72,692

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △60,000 －

定期預金の払戻による収入 140,000 －

投資有価証券の取得による支出 △50,000 －

有形固定資産の取得による支出 △51,993 △17,682

有形固定資産の除却による支出 － △508

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,993 △18,190

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,056 △2,056

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,056 △2,056

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,418 52,445

現金及び現金同等物の期首残高 68,398 113,783

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 64,980

※1
 166,229

EDINET提出書類

株式会社　大利根カントリー倶楽部(E04613)

半期報告書

16/29



【重要な会計方針】

１  資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

(2) たな卸資産

  最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　

２  固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

  定率法によっております。

  ただし、構築物及び平成10年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)については、法人税

法に定める定額法を採用しております。 

　

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

  建物及び構築物

  ６年～64年

  機械装置及び車両運搬具

  ４年～17年

  工具器具備品

  ６年～15年

　

  また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却する方法によっております。

  なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定に基づき３年間で均等償

却を行っております。

(2) 無形固定資産

(リース資産を除く）

  定額法によっております。

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

(3) リース資産

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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３  引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上しており

ます。

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付に係る期末自己都合要支給額に

基づき計上しております。

  なお、会計基準変更時差異221,454千円は、15年にわたり費用処理しております。

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

　

４  中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還日の到来する短期投資からなっております。

　

５  その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

　

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当中間会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、この変更による当中間会計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

該当事項はありません。

　
【会計上の見積りの変更】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

※１　資産の金額から直接控除している減価償却累計額の額

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

有形固定資産の

減価償却累計額
2,178,176千円 2,190,151千円

※２　消費税等の取扱い
仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

　
(中間損益計算書関係)

※１　営業外収益の主要項目は、次のとおりであります。

　
前中間会計期間

(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

受取利息 1,857千円 661千円

会員登録料収入 56,000　〃 54,000　〃

　

※２　特別損失の主要項目は、次のとおりであります。

　
前中間会計期間 

(自　平成23年４月１日 
　至　平成23年９月30日)

当中間会計期間 
(自　平成24年４月１日 
　至　平成24年９月30日)

固定資産廃棄損 45千円 412千円

固定資産除却損 ― 508　〃

　

※３　減価償却実施額は、次のとおりであります。

　
前中間会計期間

(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

有形固定資産 34,846千円 29,460　千円

無形固定資産 1,244　〃 1,135　〃
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 1,534 ― ― 1,534

　
　

２　自己株式に関する事項

　　　該当事項はありません。
　
　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。
　
　

４　配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 1,534 ― ― 1,534

　
　

２　自己株式に関する事項

　　　該当事項はありません。
　
　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。
　
　

４　配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと
おりであります。

　
前中間会計期間 

(自　平成23年４月１日 
　至　平成23年９月30日)

当中間会計期間 
(自　平成24年４月１日 
　至　平成24年９月30日)

現金及び預金 614,980千円 716,229千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △550,000　〃 △550,000　〃

現金及び現金同等物  64,980千円 166,229千円
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(金融商品関係)

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)を参照ください。）。

　

前事業年度（平成24年３月31日）

区　分 貸借対照表計上額（千円） 時　価（千円） 差　額（千円）

(1)現金及び預金 663,783 663,783 ―

(2)有価証券及び投資有価証券　 　 　

満期保有目的の債券 170,281 171,461 1,180

資産計 834,064 835,244 1,180

　

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

区　分 貸借対照表計上額（千円） 時　価（千円） 差　額（千円）

(1)現金及び預金 716,229 716,229 ―

(2)有価証券及び投資有価証券　 　 　

満期保有目的の債券 170,238 171,523 1,284

資産計 886,468 887,752 1,284

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金及び預金 

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(2)有価証券及び投資有価証券 

　これらの時価について、債券は取引所の価格又は金融機関から提示された価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間貸借対照表計上額

(単位：千円)

区分 平成24年３月31日 平成24年９月30日

投資有価証券（合同運用金銭信託） 50,000 50,000

会員預り金 743,537 738,937

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記の表には含めておりま

せん。

　

EDINET提出書類

株式会社　大利根カントリー倶楽部(E04613)

半期報告書

21/29



　

(有価証券関係)

１　満期保有目的の債券

前事業年度(平成24年３月31日)

区　分 種類
貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

国債・地方債等 170,281 171,461 1,180

合計 170,281 171,461 1,180

　

当中間会計期間（平成24年９月30日）

区　分 種類
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

時価が中間貸借対照表計上
額を超えるもの

国債・地方債等 170,238 171,523 1,284

合計 170,238 171,523 1,284

　

２　その他有価証券

前事業年度(平成24年３月31日)

その他有価証券（中間貸借対照表計上額50,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められるため、記載しておりません。

　

当中間会計期間（平成24年９月30日）

その他有価証券（中間貸借対照表計上額50,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められるため、記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当社には、関連会社が存在しておりませんので、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

当該資産除去債務の総額の増減

　
前事業年度 

(自　平成23年４月１日 
　至　平成24年３月31日)

当中間会計期間 
(自　平成24年４月１日 
　至　平成24年９月30日)

期首残高 4,778千円 4,778千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― ―

時の経過による調整額 ― ―

中間期末（期末）残高 4,778千円 4,778千円

　

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

当企業の事業は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となる

セグメントがないため、セグメント情報は記載しておりません。

　

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

当企業の事業は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となる

セグメントがないため、セグメント情報は記載しておりません。

　

【関連情報】

前中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１　製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

２　地域ごとの情報

　(1)売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごと

の売上高の記載を省略しております。

(2)有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

　

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載

はありません。

　

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１　製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

２　地域ごとの情報

　(1)売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごと

の売上高の記載を省略しております。

(2)有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。
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３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載

はありません。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに1株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　

項目
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間

(平成24年９月30日)

（１）１株当たり純資産額 1,165,423円 1,152,376円

　（算定上の基礎） 　
　

　純資産の部の合計額（千円） 1,787,759 1,767,744

　純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ― ―

　普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額（千円） 1,787,759 1,767,744

　普通株式の発行済株式数（株） 1,534 1,534

　普通株式の自己株式数（株） ― ―

1株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末（期末）の
普通株式の数（株）

1,534 1,534

　

項目
前中間会計期間

(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

(２）１株当たり中間純損失金額（円） 51,254 13,047

（算定上の基礎） 　 　

中間純損失金額（千円） 78,624 20,014

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る中間純損失金額(千円) 78,624 20,014

普通株式の期中平均株式数(株) 1,534 1,534

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

(2)【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第54期(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)平成24年６月29日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成24年12月 26日

株式会社　大利根カントリー倶楽部

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　田　　良　　治　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　　和　　哲　　夫　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社大利根カントリー倶楽部の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第55期事

業年度の中間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及び

その他の注記について中間監査を行った。

　
中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠

して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な

情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るため

に、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は

誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続

に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続

を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査

には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社大利根カントリー倶楽部の平成24年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
(※) １　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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